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宅地建物取引業法施行令の一部改正について 

 

令和７年４月 23 日に、下記１．のとおり港湾法等の一部を改正する法律（令和７

年法律第 25号。以下「法」という。）が公布され、その一部が令和７年 10月１日に

施行される。これに伴い、港湾法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整

備に関する政令（令和７年政令第 336号）において、宅地建物取引業法施行令（昭和

39年政令第 383号）について下記２．のように改正を行い、法の一部施行と同日の令

和７年 10月１日に施行される。 

施行にあたり、遺漏のないよう取り計らわれたい。 

 

記 

 

１．改正港湾法の内容（宅地建物取引業法施行令関係） 

法による改正後の港湾法第 51 条の９の規定により、港湾管理者は、荷捌き地や

工場等が浸水し、又はこれらにあるコンテナ等が流出することを防止すべき一団の

土地の区域ごとに、「臨港地区内における護岸、荷捌き地等の高さ及び機能の最適化

に関する事項」の実施に関する計画（協働防護計画）を策定し、当該計画に基づく

取組を推進することができることとする協定（協働防護協定）を締結することがで

きることとされた。 

また、改正後の港湾法第 55条の４の２の規定により、港湾管理者は、緊急輸送の

確保その他の災害応急対策の拠点としての機能の確保を図るため、民間の港湾施設

の所有者等との間において協定（災害応急対策港湾施設使用協定）を締結すること

ができることとされた。 

 

２．宅地建物取引業法施行令の改正点 

宅地建物取引業法第 35 条第１項第２号においては、宅地又は建物の使用等につ

いて法令上の制限がある場合に、購入者等が不測の損害を被ることを防止するた

め、宅地建物取引業者に宅地建物取引業法施行令第３条各項で定める法令に基づく



 

制限を重要事項として説明するよう義務付けている。 

 法による改正後の港湾法第 51 条の 13 及び第 55 条の４の４において、協働防護

協定及び災害応急対策港湾施設使用協定は、その協定の公示等のあった後におい

て、当該協定に係る施設等の所有者等となった者に対しても効力があるとする規定

が設けられたところ、協定期間内は建物等の利用等が制限されることを踏まえ、当

該条項を宅地建物取引業法施行令第３条第１項に定める法令に基づく制限に追加

する改正を行った。 

 

 


